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１ 背景と目的 

我が国の障害者雇用数は年々増加しているものの、企業

規模や職種による雇用促進や、就労定着率が低いといった

課題がある。特にこれまで障害者雇用をしたことがない企

業における雇用促進と就労定着を両立するには、企業と就

労支援機関（以下「支援機関」という。）との連携が不可

欠であり、先行研究においても、江本1）Michnaら2）が、

支援機関による雇用支援の重要性を示している。しかし現

場では、支援機関と企業との間でコミュニケーションの齟

齬が生じやすく、それが適切なジョブマッチングの妨げと

なる事例も少なくない。また、雇用支援を行う際の具体的

かつ実践的な支援手法は体系化されておらず、実践につな

がっていない実情がある。 

そこで当法人では、雇用促進と就労定着がうまくいって

いる企業と支援機関の共同プロセスに着目し調査を行った。

その知見をもとに、今後の障害者雇用における「雇用の質」

を向上させるための仕組みづくりを目的に実践研究を行っ

ている。 

 

２ 雇用支援プロセスの整理 

先行研究では、障害者職業総合センター3）、PwCコン

サルティング合同会社4）及び、就業支援ハンドブック5）に

おいて雇用支援プロセスが整理されている。また、影山6）

は、具体的な実践として、環境整備等によるジョブマッチ

ングを図ることが職場定着には重要であることを示してい

る。これらの先行知見を踏まえ、前述の調査から得た情報

を統合し、雇用支援プロセスを体系化した（図１）。 

また、雇用支援で影響を与える共同プロセスでの重要な

視点は企業と支援機関における「信頼関係の構築」と

「パートナーシップの形成」であると整理した。そして、

障害者雇用の好事例は、循環型プロセスによって形成され

るものであり、障害者雇用にかかわる人と環境と社会の中

で、人の感情も含めた循環プロセスが機能しており、人と

環境と社会、それぞれの領域での土壌づくりがジョブマッ

チングで重要な視点であると結論づけた（図２）。 

 

３ 属人的支援から仕組み化へ 

 障害者雇用は義務であると同時に、企業にとっての人材

確保という側面でも注目を集めている。調査対象とした企

業の「好事例」からも、障害者雇用が人材不足の解消に貢

献し得ることが示された。一方で、雇用促進と職場定着に 

図１ 雇用支援プロセス体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 循環型プロセス概念図 

 

向けては、支援機関と企業がパートナーシップに基づいて

協働することが不可欠である。しかし、現場においては相

－ 140 －



互理解のために相当な知識や経験が求められる一方、人材

育成が追いついておらず、支援が属人的になってしまうと

いう課題も根強い。こうした課題に対し、当法人では雇用

支援の質を標準化し、誰もが一定の支援ができるようにす

るために「ジョブマッチングツール」を開発した。この

ツールは、企業との情報共有や支援ニーズの把握を補い、

コミュニケーションの円滑化に寄与することを目指してい

る。 

さらに、障害者の「福祉から一般就労」への移行が進む

現状をふまえ、オンラインプラットフォーム「WEL'SON
（ウェルズオン）」を立ち上げ、支援機関向けに、アニ

メーション動画を活用した訓練用のデジタル教材等のコン

テンツを提供している。これにより、現場における支援の

仕組み化と持続的な運用の実現に向けた取り組みを、試行

的・実践的の両面から進めている。 

 

４ 今後の展開  

昨今、官民含めた就労支援サービスは多様化・複雑化し

ており、障害者雇用を検討する企業にとっての「見えにく

さ」を生んでいる。こうした状況下で、単に障害者雇用数

を増やすだけでなく、「雇用の質」すなわち、障害のある

人の能力を活かしたジョブマッチングを図り労働力を強化

することがこれからの就労支援には求められる。そのため

に、まず支援機関自身の目的と役割を明確にし、外部から

の「見えにくさ」を解消することが重要である。類似した

就労支援サービスでも名称や役割が異なる支援機関が、ど

のようなスタンスで支援を行っているのか、どのような価

値を企業に提供できるのかを、企業側が選択・判断できる

形で可視化する取り組みが求められる。 

当法人が開発した「ジョブマッチングツール」や、オン

ラインプラットフォーム「WEL’SON」は、その一助とな

る可能性があり、今後はこうしたツールやデジタルコンテ

ンツを通じて、情報の“量”だけでなく“質”を高め、企

業の不安を軽減し、支援機関との出会いのハードルを下げ

る環境を整えていくことが必要である。 

そして、もう一つの鍵は、職業リハビリテーションの理

念に基づく、同じ価値観・スタンスで就労支援に取り組む

機関同士または実践者同士がつながり、学び合い、発信し

合う「支援コミュニティ」の形成である。属人的な支援を

超えて、共通の基準やツールを用いながら、事例の共有や

意見交換をする場が増えていくことで、「雇用の質」に重

きをおいた障害者雇用の好循環が地域社会に根づいていく。

こうした好循環型の支援コミュニティが広がり、障害者雇

用情報を支援機関同士がリアルタイムで共有できる環境が

整えば、支援機関間の連携によって、よりスムーズなマッ

チングが実現される。 

パートナーシップによる支援の仕組み化は、企業も支援機

関も、そして障害のある本人にとっても、持続可能な未来

を生み出す循環の起点となる。今後はこの動きを地域単

位・業界単位へと広げ、支援の“連携”を超えて“共創”

のステージへと進めていきたい。 
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